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令和３年度税制改正の大綱の概要 

（令和２年 12 月 21 日 閣議決定） 

 

ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現を図るため、企業のデジタル

トランスフォーメーション及びカーボンニュートラルに向けた投資を促進する措置

を創設するとともに、こうした投資等を行う企業に対する繰越欠損金の控除上限の特

例を設ける。また、中小企業の経営資源の集約化による事業再構築等を促す措置を創

設する。加えて、家計の暮らしと民需を下支えするため、固定資産税の評価替えへの

対応、住宅ローン控除の特例の延長等を行う。具体的には、次のとおり税制改正を行

うものとする。 

 

 

個人所得課税 

○ 住宅ローン控除の特例の延長等 

・控除期間 13 年の特例の適用期限を延長し、令和４年末までの入居者を対象と

するとともに、この延長した部分に限り、合計所得金額 1,000 万円以下の者に

ついて面積要件を緩和する（50㎡以上→40㎡以上）。 

・この措置による個人住民税の減収額は、全額国費で補塡する。 

○ セルフメディケーション税制の見直し 

・対象をより効果的なものに重点化し、手続を簡素化した上で５年延長する。 

○ 国や地方自治体の実施する子育てに係る助成等の非課税措置 

・国や自治体からの子育てに係る助成（ベビーシッター・認可外保育施設の利用

料等）について、子育て支援の観点から、非課税とする措置を講ずる。 

○ 退職所得課税の適正化 

・勤続年数５年以下の法人役員等以外の退職金についても、雇用の流動化等に配

慮し、退職所得控除額を控除した残額のうち 300 万円を超える部分について２

分の１課税を適用しない。 

 

 

 

資産課税 

○ 国際金融都市に向けた税制上の措置 

・就労等のために日本に居住する外国人が死亡した際、その居住期間にかかわら

ず、外国に居住する家族等が相続により取得する国外財産を相続税の課税対象

としない。 

○ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置の拡充 

・非課税枠（1,500万円／令和３年４月以降縮小）を令和３年末まで据え置く（面
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積要件について、住宅ローン控除と同様の措置を講ずる）。 

○ 教育資金、結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の見直し 

・節税的な利用を防止する観点から、受贈者が贈与者の孫等である場合の贈与者

死亡時の残高に係る相続税額への２割加算の適用等、所要の見直しを行った上、

適用期限を２年延長する。 

○ 土地に係る固定資産税等の負担調整措置 

・宅地等及び農地の負担調整措置について、令和３年度から令和５年度までの間、

現行の負担調整措置の仕組みを継続する。 

・その上で、令和３年度に限り、負担調整措置等により税額が増加する土地につ

いて、前年度の税額に据え置く特別な措置を講ずる。 

 

 

法人課税 

○ 産業競争力強化に係る措置 

- デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）投資促進税制の創設 

・「つながる」デジタル環境の構築（クラウド化等）による事業変革を行う場合

に、税額控除（５％・３％）又は特別償却（30％）ができる措置を創設する。 

- カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設 

・カーボンニュートラルに向け、脱炭素化効果の高い先進的な投資（化合物パワ

ー半導体等の生産設備への投資、生産プロセスの脱炭素化を進める投資）につい

て、税額控除（10％・５％）又は特別償却（50％）ができる措置を創設する。 

- 活発な研究開発を維持するための研究開発税制の見直し 

  ・厳しい経営環境にあっても研究開発投資を増加させる企業の税額控除の上限を

引き上げる（現行：25％→30％）とともに、インセンティブを高めるための控除

率カーブの見直し及び控除率の下限の引下げ（現行：６％→２％）を行う。 

・クラウド環境で提供するソフトウェアなどの試験研究に要した費用について、

研究開発税制の対象とするほか、所要の見直しを行う。 

- コロナ禍を踏まえた賃上げ及び投資の促進に係る税制の見直し 

・雇用環境の悪化に対応するため、新規雇用拡大・教育訓練支援に着目した形に

見直しを行う。 

- 繰越欠損金の控除上限の特例 

・コロナ禍の厳しい経営環境の中、赤字であっても果敢に前向きな投資（※）を

行う企業に対し、その投資額の範囲内で、最大５年間、繰越欠損金の控除限度

額を最大 100％（現行：所得の金額の 50％）とする特例を創設する。 

（※）カーボンニュートラル、ＤＸ、事業再構築・再編等 
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消費課税 

○ 車体課税 

・自動車重量税のエコカー減税及び自動車税・軽自動車税の環境性能割について、

新たな 2030年度燃費基準の下での区分の見直し等、所要の措置を講ずる。 

・環境性能割の臨時的軽減について、適用期限を９か月延長し、令和３年末まで

の取得を対象とする。この措置による減収については、全額国費で補塡する。 

・グリーン化特例（軽課）は、重点化等を行った上で２年間延長する。 

○ 金密輸に対応するための消費税の仕入税額控除制度の見直し 

・金又は白金の地金の課税仕入れに係る仕入税額控除の要件として保存すること

とされている本人確認書類のうち、一定の書類をその対象から除外する。 

 

 

国際課税 

○ 国際金融都市に向けた税制上の措置 

・リミテッド・パートナーシップの投資家である外国組合員に対する課税の特例

について、持分割合要件等の見直しを行う。 

 

 

○ 株式対価Ｍ＆Ａを促進するための措置の創設 

・自社株式を対価として、対象会社株主から対象会社株式を取得するＭ＆Ａにつ

いて、対象会社株主の譲渡損益に対する課税を繰り延べる措置を講ずる。 

○ 国際金融都市に向けた税制上の措置 

・投資運用業を主業とする非上場の非同族会社等の役員に対し支払われる業績連

動給与について、一定の要件の下、損金算入を可能とする。 

○ 中小企業の支援 

- 中小企業向け投資促進税制等の延長 

・中小企業者等の法人税の軽減税率の特例及び中小企業投資促進税制等を延長す

るとともに、商業・サービス業・農林水産業活性化税制の対象業種を中小企業投

資促進税制に統合する。 

- 所得拡大促進税制の見直し 

・雇用者全体の給与等支給額に着目した要件に見直す。 

- 中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設 

・Ｍ＆Ａを実施する中小企業者の投資リスクに備える準備金制度を創設するとと

もに、前向きな投資を推進するための措置等を講ずる。 
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東日本大震災からの復興支援のための税制 

○ 復興支援のための税制上の措置 

・福島国際研究産業都市区域の 15 市町村を対象とした福島イノベーション・コ

ースト構想の推進に係る特例及び特定風評被害による経営への影響に対処する

ための特定事業活動に係る特例の創設等を行う。 

 

納税環境整備 

○ 税務関係書類における押印義務の見直し 

・税務署長等に提出する国税関係書類において、実印・印鑑証明書を求めている

手続等を除き、押印義務を廃止する。 

（※）地方公共団体の長に提出する地方税関係書類についても同様とする。 

○ 電子帳簿等保存制度の見直し等 

・経理の電子化による生産性の向上、テレワークの推進、クラウド会計ソフト等

の活用による記帳水準の向上に資するため、帳簿書類を電子的に保存する際の

手続を抜本的に見直す。また、スキャナ保存制度については、ペーパーレス化を

一層促進する観点から、手続き・要件を大幅に緩和するとともに、電子データの

改ざん抑止のための措置を講ずる。 

○ 地方税共通納税システムの対象税目の拡大 

・地方税共通納税システムの対象税目について、固定資産税、都市計画税、自動

車税種別割及び軽自動車税種別割を追加し、eLTAX（地方税のオンライン手続の

ためのシステム）を通じた電子納付を可能とする。 

○ 個人住民税の特別徴収税額通知の電子化 

・特別徴収税額通知（納税義務者用）について、特別徴収義務者が求めた場合、

市町村は、eLTAX及び特別徴収義務者を経由して電子的に送付するものとする。 

○ 国際的徴収回避行為への対応 

・徴収共助の要請が可能な国に財産を所有する滞納者が行う徴収回避行為に適  

切に対応するため、滞納処分免脱罪及び第二次納税義務の適用対象を見直す。 

 

関税 

○ 暫定税率等の適用期限の延長等 

・令和２年度末に適用期限の到来する暫定税率（416 品目）の適用期限を１年延

長する等の措置を講ずる。 

○ 個別品目の関税率の見直し 

・ポリ塩化ビニル製使い捨て手袋について、暫定税率を無税とする等の措置を講

ずる。  


